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８．１ 主要面談者リスト 

 

中国国家環境保護総局 副局長            祝 

           自然生態保護司生態処処長   崔 書紅 

           国際合作司双辺合作処処長   鐘 暁東 

                   副処長    塗 瑞和 

                   職員     方  莉 

           対外経済合作弁公室職員    朱 留財 

           対外合作センター職員     曹  頴 

           南京環境科学研究所研究員   沈 渭寿 

           環境生態研究所助理研究員   張 林波 

           情報センター職員       劉 玉平 

 

中国科学技術部 国際合作司日本処処長        葉 冬柏 

中国水利部 水資源司高級工程師           石 秋池 

中国国家林業局 国際合作司副司長          呉  斌      

             双辺処処長        劉 立軍 

 

甘粛省環境保護局副局長               張政 民 

        自然保護処副処長          張  波 

        環境保護研究所副総工程師      喬 世俊 

甘粛省農牧庁対外経済外事処職員           張 自華 

      農業環境保護監測ステーション副所長   張 慶安 

甘粛省水利管理局副局長               呂 来瑞 

甘粛省水土保持局工程師               賈 緒平 

甘粛省林業庁職員                  馬  騁 

      林業科学研究所副研究員         柴 発熹 

 

張掖地区行政公署 専員               田 宝忠 

         副専員              韓 衛江 

         秘書長              周 三義 

         環境保護処処長          安  鋒 

              副処長         周 元聖 

              副処長         劉 暁雲 

         水利処副総工程師         賈 永勤 



         農業処副処長           王 海峰 

         林業処副処長           劉 建勲 

         畜牧処処長            陳  栄 

                                        

祁連山国家級自然保護局局長             車 克鈞 

甘粛省張掖祁連山水源研究所所長           劉 賢徳 

甘粛省張掖地区林果業研究所所長           李 慶会 

甘粛省張掖水文水資源勘測局副局長          陳 文雄 

張掖地区臨澤県環境保護局局長            賀  宏 

       農業局局長              蒋 立徳 

    高台県環境保護局副局長           徐 国智 

    山丹県環境保護ステーション所長       楮 卓民  

                 副所長      常 志生  

                 所員       朱 志明  

張掖地区行政公署駐北京連絡処主任          馮 治海 

 

中国科学院  

 資源環境局国土リモートセンシング処処長      田 二塁 

 寒冷地乾燥地環境工程研究所副所長         王  涛 

              水土資源研究室主任   康 爾泗            

                     副主任  懽 彦卿 

                     研究員  高 前兆 

              科学技術処処長     肖 洪浪 

 地理科学資源研究所資源環境データセンター研究員  荘 大方 

          地球変化情報研究センター主任  劉  闖 

 

 



 
 
８．２ 参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付属文書二                   
プロジェクトＮｏ ＫＺＣＸ１－０９ 

 
 
 

中国科学院知識創新工程プロジェクト計画任務書 
 
 
 
プロジェクト名称：黒河流域水―生態―経済系統総合管理実験モデル 
 
首席科学者：程国棟 
 
プロジェクト実施責任者：趙愛芬 
 
所属機関：中国科学院寒冷地乾燥地環境工程研究所 
 
電話：（０９３１）８２７６８１８／（０９３１）８２７５１２０ 
 
協力機関：中国科学院西北高原生物研究所 
     中国科学院地理科学・資源研究所 
     甘粛省草原生態研究所、甘粛省張掖地区行政公署 
     甘粛省粛南県人民政府、甘粛省臨澤県人民政府、 
     内蒙古自治区額済納旗人民政府 
 
記入日：２０００年８月 
 
 
 
 

中国科学院総合計画局 
２０００年 

  
 
 



一、略表 
 

名称 黒河流域水―生態―経済系統総合管理実験モデル 課題数 ４ 

種別 Ａ 重大 
Ｂ 重要方向 申請金額 １０００万元 研究期

間 ５年 

所属 
学科 

コード 
ＮＯ 

生態学  

プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
類
型 

１０．基礎研究    １１．基礎データ蓄積 
２０．応用研究    ２１．応用基礎研究 
３０．実験発展    ４０．Ｒ／Ｄ成果の応用 
５０．科学技術サービス  ６０．生産的活動 

地理学  
国家重点実験室  

研

究

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト 協力機関 
５ うち任務担当実験室数 

院開放実験室  
氏名 程国棟 専攻 寒冷地乾燥地環境 
職称 研究員 学位  性別 男 生 年

月日 1943.7 責
任者 

所属機関 中国科学院寒冷地乾燥地環境工程研究所 
総人数 高級 中級 初級 ポスト博士 博士 修士 その他 
４３ ２８ １３  ２ ５ ４ ７ 

氏名 性別 生年月日 職称 年参加月数 担当 所属機関 
趙愛芬 女 1955.05 研究員 １１ 植物生態 Ａ 
龔家棟 男 1962.11 研究員 １１ 水資源 Ａ 
趙新全 男 1959.11 研究員 １１ 草地 Ｂ 
王根緒 男 1965.11 研究員 １０ 区域生態 Ａ 
呉玉虎 男 1951.01 研究員 ８ 動物生態 Ｂ 
趙雪 男 1955.10 副研究員 １１ 人工草地 Ａ 
趙文智 男 1966.07 副研究員 １１ 防護体系 Ａ 
蘇培璽 男 1965.07 博士 １１ 園芸 Ａ 
徐中民 男 1973.03 副研究員 １０ 区域経済 Ａ 
張小由 男 1964.06 副研究員 １１ 植生回復 Ａ 
謝忠奎 男 1964.11 副研究員 １０ 農業 Ｂ 
張耀生 男 1955.10 副研究員 １１ 草原 Ｂ 

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

チ

ー

ム 

主
要
メ
ン
バ
ー
（
提
案
者
を
含
ま
ず
） 

瀋禹頴 女 1965.12 副研究員 ６ 草地 Ｃ 
   所属機関 Ａ：中国科学院寒冷地乾燥地環境工程研究所 Ｂ：中国科学院西北高原

生物研究所 Ｃ：甘粛省草原生態研究所 
 説明：本申請書は１式１２部、論証２０日前までに業務主管局に送付して審査を受け、

論証１週間前までに評価委員会宛送付のこと。 
 
 
二、研究任務 
１．研究目標、主要な研究内容、重点的に解決すべき技術問題 
２．研究計画、技術路線、各テーマの重点、テーマ間の連携、総合研究アレンジ 
３．予定活動期間および段階別活動期間、目標 
４．活動進捗度（年度別に研究内容と目標を記述） 
５．必要に応じてページ数を増やしてよい。 



 
１．１ 目標 
（１） 内陸河川流域全体を研究ユニットとし、上･中･下流の生態水需要量、生産

生活水需要量および総水量など水資源の合理的配置を研究目標とし、生態

環境と社会経済が動態的にバランスがとれ調和しつつ発展するということ

をベースに、流域全体の水資源が合理的に利用されるようにして、流域経

済の持続的発展と生態安全の目的を達し、人と自然の調和のとれた関係を

構築する。 
（２） さまざまな水供給条件下における流域の生態環境総合対策と経済発展対策、

生態整備と経済の調和のとれた発展の計画、予測を提起する。流域全体の

水資源管理、水資源合理的配置の政策決定支援システムを作り、流域の水

―生態―経済の動態バランスと持続的発展のために政策決定の根拠を提供

する。 
（３） 単位容積水あたりの生産額向上を研究の核心とし、山地―オアシスー土漠

の生態系がうまくかみ合い制御のとれる方途を実験的にモデルとして示し、

農業・牧畜業の生産額を１－２倍向上させる。 
（４） モデルを応用して、流域における人工オアシス地域の産業構造の段階的調

整を導き、節水型経済作物の栽培面積が３０％に達するようにし、流域内

の農業・牧畜業の単位容積水あたりの生産額を２０－３０％向上させる。 
（５） 流域の上・中・下流の実験モデル区において得られた基礎データに基づき、

流域生態安全極限水需要量および経済発展に最適の水配分原則を出す。モ

デル事業によって、流域における水源涵養、農業の高効率節水、生態整備

などの技術体系およびモデルを示し、乾燥地内陸河川流域の持続可能な発

展のために理論的根拠と技術体系を提供する。 
１．２ 主要な研究内容 
（１） マクロ的研究テーマは、流域をユニットとし、水資源の合理的利用のた

めの管理および技術モデルを研究し、黒河における水配分後の上・中・

下流の生態および経済発展の予測を出す。 
（２） モデル区域における研究内容は以下の点に集中させる：地方の必要性と

結びついた産業構造調整、流域の上・中・下流それぞれの条件下におけ

る生態整備、山地・オアシス・土漠生態系の結合、経済と生態の調和の

とれた発展の実験モデル 
（３） 上流では水源涵養植生の回復、草原退化の総合対策、放牧圧力の移転、

別の場所で家畜を肥育し生産額を増やす方法の実験モデルを重点的に進

める。 
（４） 中流では人工オアシス防護体系の生態整備を進め、農業を主体として産



業構造を調整し、高効率節水農業の進展、草地牧畜業の比率増加を重点

として、水資源の利用率および単位容積水あたりの生産額の向上を目標

とする総合的実験モデルを進める。 
（５） 下流では土漠河谷林生態防護壁の回復と持続的安定を核心とする総合的

実験モデルを重点的に進める。 
（６） 上中下流で協力して山地、オアシス、土漠の生態系がうまくかみ合い、

調和のとれた発展の実験モデルを進め、各モデル区域に対して生態効果

モニタリングと経済効果分析を行う。準備段階の仕事とモデル事業をベ

ースに、黒河流域上、中、下流における水資源の合理的配置の政策決定

支援システムを提出する。 
 
２ 研究計画および技術路線、各テーマの重点、テーマ間の連携、総合研究ア

レンジ 
２．１ 研究計画および技術路線 
（１） 本プロジェクトは流域をユニットとし、水を主な手がかりとして、草

地牧畜業の発展を生態整備の核心および流域各機能ユニットを結びつ

ける紐帯とするものである。また、上・中・下流が協力して山地、オ

アシス、土漠の生態系がうまくかみ合い、調和のとれた発展ができる

ようなモデル事業を進める。 
（２） 熟成した技術に対する導入、組立を行い、経済効果の高い技術の研究

開発を進めて、西北乾燥地域内陸河川流域で普及できる優良モデルと

付帯技術体系を提供する。 
（３） 地方の経済発展と産業構造調整の必要性と結びつけ、農業の高効率節

水と草地畜産業の発展、オアシス周辺の防護など緊急かつ必要な技術･

管理モデルなどについてモデル地区を構築する。 
（４） 熟成した技術に対する導入、組立を行い、経済効果の高い技術の研究

開発を進めて、西北乾燥地域内陸河川流域で普及できる優良モデルと

付帯技術体系を提供する。 
（５） モデル区域の能力整備はモデル事業が持続的に進められ、普及される

ことを保証するものである。したがって、モデル事業の内容と結びつ

け、プロジェクト地域の地方参画者に対して能力訓練を行い、関係者

の流域環境意識と生産技能を高める必要がある。 
（６） 技術の提供と科学研究成果の提供という形で、企業の参加を誘致し、

企業の優位性を借りてモデル区域の農産品・畜産製品の転化のために

道を開く。 
２．２ 各テーマの重点 



（１） 上流（テーマ０１） 退化した草地の総合対策、人工放牧草地の建設、中流と

協力して行う家畜の場所を移した肥育などの措置によって、亜高山潅木植生と

高山寒冷地草原に対する放牧の過度の利用を軽減し、水源涵養植生が回復でき

るようにする。 
（２） 中流（テーマ０２） オアシス周辺における節水型防護体系の植林完備、退耕

地および不良耕地における人工草地建設、牧草―農作物の輪作、草地製品や穀

物茎の加工、上･下流と協力して行う家畜の場所を移した舎飼い肥育、生態防護

機能を兼ねる特産薬用経済植物の栽培モデル事業、節水型で病害に強く、かな

り高い利用価値と潜在的市場を有する喬潅木および草本植物種の導入と選定、

大型農地節水管理技術の応用などの技術の合理的組み合わせと配置によって、

単位容積水あたり生産額向上、優良な生態環境保持の使用管理モデルを形成す

る。流域水配分案が実施された後、中流の総水量が増えない、もしくはやや減

るという情況下で、経済と環境の調和のとれた持続的発展を実現する。 
（３） 下流（テーマ０３） 節水型人工草地の建設、家畜の舎飼いによって全面的な

放牧禁止を促進し、土漠河岸の胡楊林、梭梭林など天然の生態防護型植生に対

する封鎖育林・再建、土漠に特有な薬用植物の馴化栽培などの実験モデル事業

を通じて、限りある水資源供給条件のもとで天然オアシス生態防護壁の持続的

安定を図り、かつ牧畜民の生活レベルを引き続き向上させる技術・管理モデル

を形成する。 
（４） テーマ０４ 前述の３テーマをベースに、山地、オアシス、土漠の生態系がう

まくかみ合い、調和がとれるモデル事業と効果評価によって、流域全体の水資

源管理、さまざまな水供給条件下の生態整備と経済の調和のとれた発展の計画･

予測および水資源の合理的配置の政策決定支援システムを提出する。 
２．３ テーマ間の連携および総合研究アレンジ 
 中流を核心とし、上･下流でそれぞれ中流との間で山地とオアシス、土漠とオアシス

の生態系がうまくかみ合い、それによって複合的生態系が適正に価値増加できるよう

にする。水資源の合理的かつ高効率な利用のための管理モデル･技術を３つのモデル区

域で示す。中･下流のモデル区域ではテーマを分担しオアシス生態水需要法則と生態変

化の環境要因モニタリングを協力して行い、毎年植物の生長期と黄砂の活動期に同時

に、もしくは段階的にアレンジする。マクロ的研究テーマは３つのモデル区域の試験

研究をベースに、黒河の水配分案が実施された後の経済発展と生態安全予測および水

資源合理的利用の政策決定支援システムを提出するとともに、関連試験区域で検証を

行う。 
３ 活動予定期間、各段階の活動期間、目標 
 本プロジェクトは２０００年１月より２００４年１２月まで実施し、５年間で完成され

る見込みである。最初の３年間は各項目の内容を試験的にモデルとして示し、後の２年間



で技術体系を完成し、成功したモデルを普及させ、テーマを総括、検証する。 
 
４ 活動進捗度（年度別に研究内容と目標を記述） 
 ２０００年１月－１２月 
（１） 研究計画と技術路線を明確にし、各テーマの責任者と契約を結ぶ。 
（２） 地方政府の関係部門と調整を図り、協力協定を結ぶ。 
（３） 文献検索、基礎データ補充：モデル区域の社会･自然環境などの基本情況調査を行

う。 
（４） 山地―オアシスー土漠の生態系がうまくかみ合うための研究の断面・サンプル地

点を確定し、典型的な実験モデル区域を選定して、モデル区域の詳細な計画を策

定する。 
２００１年１月－２００１年１２月 

（１） 上流モデル区域で、天然の退化した植生について封山育林を行い、牧草の補足

的播種と扶育試験を行う。 
（２） 中流モデル区域で、オアシス防護体系整備と調整、栽培業節水モデル事業、人

工草地栽培、薬草育苗、導入した優良新品種の選別試験、各項目モニタリング

内容の配置および調整試験、植生などの基本情況調査を行う。 
（３） 下流モデル区域で、基礎的施設の建設、人工牧草地の柵設置、牧草品種試験、

河谷林地の合理的利用試験を行う。 
（４） 流域の景観生態について調査・分析を行い、政策決定支援システムの屋外作業

を完成させる。 
 ２００２年１月－２００２年１２月 
（１） モデル区域における各項目整備の完成 
（２） 各モニタリング･実験観測業務の全面的展開 
（３） 段階的総括と中間評価の実施 
 ２００３年１月－２００３年１２月 
（１） 各モデル区域の試験内容モニタリング、効果評価 
（２） 技術体系･モデルに対する総括 
（３） 成功したモデル･技術の普及 
（４） 流域的尺度における生態安全と政策決定支援システムおよび計画図の完成 
 ２００４年１月－２００４年１２月 
（１） 成功した技術･管理モデルの普及面積拡大 
（２） テーマとプロジェクトの総括、テーマに対する検証 
（３） 流域水資源の合理的配置政策決定支援システムをより完全なものにする 
（４） 新たな科学問題およびさらに深い研究を要するテーマの提起。経済価値を有する

成果について転化を進める。 



 
 
三、研究の展望および期待される成果 
 期待される研究成果および到達可能なレベル、もしくは経済 ･社会効果ならびに市場         

展望の分析（研究段階別に記述する） 

（理論的研究成果に属するものは、学術的創造ポイントとレベルを明記のこと。応用的研究成果に属する

ものは、その応用の展望、重要な技術経済指標、生ずるであろう経済･社会効果、および産業化措置・産業

化実現の段取り、方式などを明記のこと。） 
 本プロジェクトの３モデル区域はそれぞれ黒河流域の上中下流に位置し、乾燥地の典型

性と代表性を有するところを選ぶ。研究成果は西北乾燥地内陸河川流域における水資源の

科学的管理、水資源利用率の向上、乾燥地水資源の潜在的生産力検討のために科学的根拠

と模範を提供し、黒河流域水配分案の実行可能性と合理性検討のために理論的・実践的根

拠を提供することができる。 
 プロジェクトが模範として示す、山地とオアシスの生態系、オアシスと土漠の生態系が

うまくかみ合ったモデルでは、経済効果の倍増が期待される。模範として示す節水栽培技

術、節水灌漑管理、単位容積あたり水の生産額向上の技術・モデルでは、中流のオアシス

で経済発展に影響を及ぼさないということを前提に、下流のために流す水量を増やすこと

が期待できる。 
プロジェクトの実施によって、西北乾燥地の生態整備、地方経済の発展および産業構造

調整のために理論的指導と技術的支援を提供する。節水と生態保護の原則が結びついた草

地畜産業を発展させ、人工草地の栽培面積を増やし、農作物の栽培面積を減らす。地方の

自然条件と生物資源を利用して、太陽光を充分に利用するグリーン産業を発展させる。耐

乾性の薬用植物麻黄草をある程度の規模を持たせて栽培し、特色ある薬用植物基地発展の

ための基礎づくりをする。 
技術経済指標： 
（１） 上、中、下流で合わせて５０００ｈａのモデル区域を建設する。放射的普及区域は

１００００ｈａ。家畜の異地肥育基地を１か所築く。 
（２） 地方企業と協力して、年産２万トンのアルファルファ加工工場を１つ設立し、１ト

ン６００元で計算すると、年間生産額１２００万元に達するようにする。 
（３） 当地の生態と経済にマッチした持続可能発展のモデル５～６を出し、７～１０の高

効率節水、栽培、養殖の実用技術を示す。 
（４） 地方の産業構造調整計画と結びつけつつ、新たな優良果樹、優良牧草、作物品種を

５０種ほど導入し、品質の優れたものを選んで、当地に収益性の比較的高い品種が

８～１０できるようにする。 
（５） モデル区域で水の利用率を３０％アップさせ、単位容積あたり水の生産額を倍以上

にし、産出と投入の比率を倍増させる。 



（６） 各モデル区域のモデルプロジェクトに対してモニタリングを行い、データベースを

築き、流域における経済と生態の調和のとれた発展計画および予測案を提供する。 



四、プロジェクトテーマ表 
 
 

テーマ名 主要研究内容 研究活動進捗度 期待される目標 

テーマ責

任者 
および 
その所属

機関 

協力機関 申請経費 
 

黒河上流粛南モ

デル区域高山寒

冷地草原水土保

持型生態整備モ

デル 

高山寒冷地牧畜区と平原オ

アシスが結合した牛･羊の異

地肥育モデル、亜高山、中山

区退化草原の回復と合理的

放牧モデル、退耕地優良高生

産性人工草地栽培・利用技術 

２０００－２００１年： 
モデル区域の詳細計画策定と準備、柵設

置、牛・羊肥育場建設 
２００２－２００３年： 
退化草地総合対策実施、輪牧区を分け、効

果分析モニタリングを行う。 
２００４年：各項目の内容について総括

し、報告を提出し、検査の準備をする 

植生回復の試験モデル区域

２０００ｈａを建設し、当地

の高山寒冷環境に適した牧

草品種８－１０種を導入し、

草地の生産力を倍増させる。

家畜の肥育技術･モデルを示

し、モデル農家の家畜出荷率

を５０％向上させる。 

趙新全 
中国科学

院西北高

原生物研

究所 
 

中国科学

院寒冷地

乾燥地環

境工程研

究所 
甘粛省粛

南県科学

技術局 

１４０万

元 

黒河中流臨澤人

工オアシス生態

系節水技術･管

理試験モデル 

節水―経済型オアシス防護

体系の植林･管理技術、草地

畜産業開発と山地・オアシ

ス・土漠の生態系がかみ合っ

たモデル、生態防護機能を兼

備した特産薬用経済植物の

開発、オアシス農業システム

節水型栽培構造調整･管理技

術、農業のクリーン生産施

設、高効率節水実用農業技

術、優良林木、果樹作物、牧

草品種の導入選別 

２０００－２００１年： 
モデル区域の詳細計画策定、設備、苗木、

種子準備、種苗基地設立、節水栽培試験、

各項目モニタリング･実験観測 
２００２－２００３年： 
防護体系および節水モデル区域における

各項目整備の完成、導入品種の評価、選別、

生態系結合モデルの修正、中間総括 
２００４年：モデル事業内容について効果

評価を行う。成功した技術･モデルの総括

と向上。熟成したモデル･技術の普及、テ

ーマの検証 

節水型防護体系モデル区域

１０００ｈａ、構造調整・総

合節水モデル区域１０００

ｈａ、草地畜産業開発と生態

系融合モデル基地１か所を

建設、優良品種８－１０を選

定、単位容積あたり水の生産

額４０－５０％向上、３０％

節水、実用技術５－６項目 
 

趙愛芬 
中国科学

院寒冷地

乾燥地環

境工程研

究所 

中国科学

院西北高

原生物研

究所 
甘粛省草

原生態研

究所 
甘粛省臨

澤人民政

府、臨澤県

科学技術

局 

５００万

元 

 
 
 
 
 
 



額済納オアシス

生態環境総合対

策モデル 

優良牧草栽培、加工貯蔵、舎

飼い、土漠河岸植生回復品種

導入･造林技術、土漠林寄生

薬用植物人工栽培･開発 

２０００－２００１年： 
モデル区域の詳細計画策定、設計完成、各

項目内容実施、基礎データの収集･観測 
２００２－２００３年： 
環境の質を考察、人工造林展開、重点畜産

農家舎飼いモデル展示 
２００４年：研究成果総括、報告提出、テ

ーマ検証準備 

天然林保護区８００ｈａ、人

工草地１００ｈａ、寄生植物

人工栽培基地１０ｈａを建

設、技術３項目を提出 

龔家棟 
中国科学

院寒冷地

乾燥地環

境工程研

究所 

内蒙古額

済納旗人

民政府 

１４０万

元 

黒河流域生態安

全・水資源合理

的配置の政策決

定支援システム 

上中下流のモデル区域で得

られた資源利用・生態環境回

復技術・モデル、産業構造調

整などの情況下における生

態安全状況･動態容量を総合

し、さまざまな生態区域にお

ける生態安全の保障条件を

明らかにする。 

２０００－２００１年： 
研究計画の策定、流域資料の収集整理、屋

外調査の完成 
２００２－２００３年： 
流域生態環境データバンクの初歩的設立、

公共モデルプレートの研究開発 
２００４年：モデル調整、政策決定支援シ

ステム完成、生態経済計画図と成果報告の

提出 

メイン・サブ段階政策決定問

題に基づく多目標群政策決

定の新たな区域生態経済に

マッチした水資源負担力モ

デルの構築 

程国棟 
中国科学

院寒冷地

乾燥地環

境工程研

究所 

中国科学

院地理･資

源研究所 
中国科学

院西北高

原生物研

究所 
甘粛省草

原生態研

究所 

９０万元 

プロジェクト機

動費 
注：中国科学院西部プロジェクト弁公室の規定により、１０－１５％をプロジェクト機動費として計上することになっている。本プ

ロジェクトは１３％で計上。 
１３０万

元 
 



五、経費計画 
１．プロジェクト経費計画 

科目 金額（万元） 科目 金額（万元） 
国からの拠出金  科学研究業務費 ４００．０ 
科学院からの拠出金 １０００ 実験材料費 ２１２．０ 
国際資金援助  機器設備費 １０５．０ 
機関自己調達  実験室改装費 ２８．０ 
地方政府からの拠出金 １０００ 国際協力･交流費 ４６．０ 
貸付金  管理費 ５０．０ 
借金  労務費 ２９．０ 
その他  その他（プロジェク

ト機動費を含む） 
１３０．０ 

合計 ２０００  １０００．０ 
２．科学院年度経費支出計画 
年度 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 合計 
計画局 １５０ １００ １００ ７５ ７５ ５００ 

業務局 １５０ １００ １００ ７５ ７５ ５００ 
合計 ３００ ２００ ２００ １５０ １５０ １０００ 

３．各テーマ研究経費配分 
ＮＯ テーマ名 合計 2000 2001 2002 2003 2004 

０１ 
黒河上流粛南モデル区域

高山寒冷地草原水土保持

型生態建設モデル 
１４０ ３５ ３５ ３０ ２０ ２０ 

０２ 
黒河中流臨澤人工オアシ

ス生態系節水技術･管理モ

デル 
５００ １８０ ８０ ９０ ７５ ７５ 

０３ 額済納オアシス生態環境
総合対策モデル １４０ ３５ ３５ ３０ ２０ ２０ 

０４ 
黒河流域生態安全･水資源

合理的配置政策決定支援

システム 
９０ ２０ ２０ ２０ １５ １５ 

０５ プロジェクト機動費（１０
－１５％） １３０ ３０ ３０ ３０ ２０ ２０ 

 年度経費合計 1000 ３００ ２００ ２００ １５０ １５０ 

注：各テーマ年度研究経費合計は「プロジェクト経費計画」の年度研究経費と一致のこと 

 
 
 
 
 
 
 



六、研究のベースと条件 
１． 本プロジェクト推進にあたっての既存のベースとすでに取得した成果 

２． 研究計画実施にあたってすでに備えている条件（基礎データ、実験条件、国防国内科学研究機関も

しくは企業との協力など）、不足している研究条件、解決策およびその実施情況 

３． その他のルートで経費を得る可能性およびその実施情況 

４． 国内外協力および学術交流活動の計画 

 
１．本プロジェクト推進にあたっての既存のベースとすでに取得した成果 
 ７０年代以降、当研究所は「河西回廊水土資源の合理的開発利用に関する研究」「黒河

流域下流オアシス水土資源の開発利用研究」「アラシャン地区土地砂漠化対策」などのテ

ーマを担当し、甘粛河西地区の黒河・石羊河の両流域についてかなり深い研究を推進、

この２大流域の水土資源量、利用可能量、時間的･空間的変化、負担力、ならびに人類の

水土資源開発によって引き起こされた環境変化の情況を基本的に把握し、これに基づい

て水土資源合理的開発のための対策を提起してきた。また「臨澤オアシス砂荒地改造」

「２０基地緑化改造・鉄道砂害防止試験モデル」「トンガリ砂漠東南部空中播種による砂

制御」などのプロジェクト実施を通じて、河西回廊内陸河川流域の生態環境対策と退化

しつつある生態系の回復・再建について多くの研究をし、いくつかの重要な成果をあげ

た。たとえば「臨澤オアシス砂荒地改造」は１９８６年、１９８７年にそれぞれ「甘粛

科学技術進歩１等賞」と「国家科学技術進歩２等賞」を受けた。 
 「第９次５か年計画」期に、当研究所が担当した西北内陸河川地域に係る主なプロジ

ェクトとしては、「西北地域水資源の合理的利用と生態環境保護研究」「河西地域水分バ

ランスと水分循環の研究」「土漠化対策技術研究とモデル」「額済納期土漠オアシス生態

環境総合対策と適正開発利用に関する研究」などの国の難関突破プロジェクト、「河西回

廊の持続可能な発展と水資源の合理的利用に関する研究」「オアシス高効率農業開発試

験モデルの研究」などの部・委員会プロジェクトがある。研究内容は区域生態環境の変

化、自然資源評価、乾燥地水分バランス、オアシス農業生態系の生産力と負担力、オア

シス防護林の合理的配置およびその生態効果、砂地植生回復・再建など多くの面にわた

り、流域の退化しつつある生態系の回復・再建およびその持続的発展に関する研究をさ

らに推進するための良好な基礎を築いてきた。 
 海北高山寒冷地草原生態定点研究ステーションには２０数年にわたる高山寒冷地草原

牧畜区研究の豊富な経験と大量の仕事の蓄積があり、人工草地建設、退化草地対策、牛・

羊肥育など畜産業の持続的発展の面における成功した経験、総合的な付帯技術措置を有

している。粛南県人民政府は草地資源調査および畜産業発展計画など関連する基礎的業

務を行っており、一定の流域対策経験を有している。 
２．研究計画実施にあたってすでに備えている条件（基礎データ、実験条件、国際協力

など）、不足している研究条件、解決策およびその実施情況 



２．１ 基礎データ 
 「第９次５か年計画」期に、１９５６－１９９５年の水文、気象、社会経済に関

する統計資料、１９８６－１９９５年の地下水動態モニタリング資料を系統的に収

集するとともに、相応のデータバンクを設立した。すでにＧＩＳの基礎的仕事を初

歩的に完成した。モデル区域の自然、社会経済発展情況について調査を行い、モデ

ル事業構築に必要な基本資料を把握した。 
２．２ 実験条件 
 黒河流域中流に位置する臨澤試験ステーションは旧砂漠研究所の砂漠化土地対策

定点試験ステーションである。居住および実験用建屋１７０ｍ２、土地１０ｈａを有

し、砂漠化土地対策放射面積３０００ｈａ。地方政府と住民の生態整備、科学技術

応用に対する積極性も高く、良好な協力の基礎を擁している。 
３．その他のルートで経費を得る可能性およびその実施情況 
 プロジェクトモデル区域の政府と企業は本プロジェクトにきわめて大きな関心を

寄せてくれている。甘粛省政府は本研究所と趣意書的な協力協定を交わした。３モ

デル区域の政府部門はいずれも本研究所と協力協定を結んだ。地方の関連部門はモ

デル区域の土地、労務面において支持をしてくれ、現地の発展目標、産業構造調整

計画と結びつけつつ、草地製品加工設備および工場建屋建設資金を提供してくれる

ことになっいる。 
 
 黒河上流モデル区域の粛南県には草原「三化」（退化、砂漠化、アルカリ化）対策

プロジェクトがある。資金２４６万元で、関係部門はすでに同プロジェクトと結び

つけることに同意している。 
 
 中流の臨澤県政府は「臨澤県農業総合開発プロジェクト」および「全国防砂治砂

モデル基地」プロジェクトを本プロジェクトに組み入れ、統一的な計画実施を図る

ことにしている。モデル区域の水利施設建設費用３００万元を提供する。 
 
 １９９９年、寒冷地乾燥地環境工程研究所はアラシャン盟と協力協定を締結した。

アラシャン盟は生態環境建設資金から１４００万元を拠出し、寒冷地乾燥地研究所

と地方が共同で行う「アラシャン盟生態環境整備・農牧業持続的発展モデル研究」

プロジェクトに提供する。うち、４８０万元は額済納旗の生態整備に用いられる。 
 
 本研究所とカナダが協力するＣＩＤＡプロジェクト「生態整備と持続可能な発展」

プロジェクトがあり、「人工草地建設試験」のテーマは同プロジェクトと結びつけ、

臨澤県で実施する予定である。カナダ側が同テーマに用いる経費は人民元１００万

元に相当する。 



 
七、プロジェクト首席科学者（もしくはプロジェクトマネジャー）略歴 
１．主要研究歴、最近発表したプロジェクトと関連する主要な著作、褒賞 
２．現在担当しているその他の国家プロジェクト、国際的もしくはわが国の重要な

科学機構において担当している職務（国家計画名、プロジェクト名、開始･終了

年月、責任担当もしくは参加情況） 
 
 程国棟 男、研究員、中国科学院院士、凍土工程国家重点実験室主任、西部資源

環境科学研究センター首席専門家、中国科学院蘭州分院院長。１９４３年７月、上

海市生まれ。１９６５年北京地質学院（現中国地質大学）卒業、同年仕事に参加、

１９８４－１９８６年、米国陸軍寒冷地研究工程実験室にて研修、同実験室名誉研

究員の称号を授与される。第６期国際凍土協会主席（１９９３－１９９８）を務め

た。現在「Cold Region Science and Technology」および「Permafrost and 
Periglacial Processes」（ＳＣＩ雑誌）編集委員ならびに「Cryosphere」編集長。 
 程国棟院士は国の登攀プロジェクト、難関突破計画、重点基金、中国科学院重点

プロジェクト、省･部重要プロジェクトなど３０以上のプロジェクトに参加した。長

期にわたって西北寒冷地・乾燥地結氷圏、水資源、生態環境分野の研究に携わり、

地下氷の成因、分布、製図、寒冷地における建築工事の原則･方法を系統的に解決し

てきた。地面に近い厚層地下氷形成の重複分凝メカニズムを創造的に提起し、国際

凍土研究界の長期にわたる懸案として未解決のままだった重要な理論問題を解決し、

国外の文献によって「程氏仮説」と讃えられ、国内外で同じ仕事に従事する人たち

から高く評価された。彼の提起した高海抜多年凍土分布の三向地帯性理論は、国際

凍土研究界に認知され、幅広く引用されている。乾燥地内陸河川流域水資源と生態

環境研究の分野では、わが国における乾燥地流域の特徴と結びつけ、他の人ととも

に内陸河川流域氷雪帯―森林帯―オアシス帯―土漠帯のさまざまな水文分帯という

観点を最初に提起し、さまざまな水文ユニットから内陸河川流域について系統的な

研究を行うために新たな構想を提起した。現在、国の「第９次５か年計画」重点基

金プロジェクト「西北乾燥地内陸河川水資源形成･変化の基礎的研究」プロジェクト

を主宰しているところである。 
 程国棟院士は、全国科学大会重大科学技術成果賞（１９７８年、主宰者の一人）、

中国科学院重大科学技術賞（１９７８年、主宰者の一人）、国家科学技術進歩１等賞

（１９８７年、主要参加者）、中国科学院自然科学２等賞（１９９３年、主宰）など

多数の賞を授与されている。国内外の雑誌に発表した論文は１００編にのぼる。 
 
 
 



八、指導者の審査意見 
プロジェクト委託機関指導者の意見： 
 （プロジェクトが実施の条件を備えているか、プロジェクトの実施のために必要

な条件を提供もしくは創造することを保証しているか、かつ「中国科学院知識創新

工程プロジェクト管理規定」の各項管理規定を厳格に実行するかどうかを審査） 
 
 本研究所は専攻が揃い、研究の力量が厚く、参加者はいずれも研究・試験モデル

活動の経歴・経験を有している。屋外基礎施設が基本的に配備され、実験条件はか

なり良好である。研究所はプロジェクト実施のために必要なすべての条件を提供も

しくは創造し、プロジェクトに参画する各機関と真剣に調整作業を行うとともに、

「中国科学院知識創新工程プロジェクト管理規程」の各項管理規定を厳格に実行し、

質の高い、予定期日どおりのプロジェクトの達成を保証する。 
 
       委託機関（公印） 
       機関責任者（署名） 
 
         ２０００年１１月２１日 
 



全国生態環境保護要綱 

 
 生態環境保護は現代に功を成し、子孫に恩恵を及ぼす偉大な事業であり、雄大な工程で

ある。生態環境保護をたゆまずしっかり行うことは、経済社会の健全な発展を保証し、中

華民族の偉大な復興を実現するために必要なことである。持続可能な発展戦略を全面的に

実施し、環境保護という基本的国策を着実に遂行して、生態環境整備の成果を強固なもの

にし、山河うるわしき祖国という雄大な目標の実現に努めるために、本要綱を制定する。 
 
一、 現在の全国生態環境保護状況 
（一） 生態環境保護事業があげた成果および存在する問題点 
１．全国の生態環境保護は一定の成果をあげた。改革・開放が始まってから、党と政府

は環境保護事業を高く重視し、生態環境保護・改善に係る一連の重大措置を採り、

生態環境整備に力を入れ、これによりわが国の一部地域の生態環境には有効な保護

と改善がなされた。その主たる現われとしては、植樹・造林、水土保持、草原整備、

国土整備などの重点的生態整備作業の進展、長江・黄河上中流における水土保持重

点対策事業の全面的実施、重点地域における天然林資源保護・退耕還林還草事業の

始動、いくつかのさまざまなタイプの自然保護区、風致地区、森林公園の設立、生

態農業モデル・生態モデル区域整備の着実な発展、環境保護に係る法制の逐次的整

備があげられる。 
２．全国の生態環境状況はなお厳しい情勢にある。現在、一部の地域における生態環境

悪化の傾向はまだ有効な抑制がなされておらず、生態環境破壊の範囲が拡大しつつ

あり、程度が激化し、危害が甚だしくなっている。その際立った現われは、長江・

黄河などの大河源流の生態環境悪化が加速化の勢いを呈し、河川沿岸の重要な湖

沼・湿地が日増しに萎縮しており、特に北方地域の河川断流、湖沼枯渇、地下水水

位の下降が深刻で、洪水・冠水災害による危害と植生の退化・土地の砂漠化が激化

していること、草原地域の過負荷放牧、過度の開墾・焚き木採り、森林地域の乱伐

により植生の破壊、生態機能の衰退、水土流失が激化していること、鉱産資源の乱

掘、特に河川沿岸、斜面沿いの土地の不適切な開発により、崖崩れ、地滑り、土石

流、地面の陥没、沈下、海水逆流などの地質災害が頻繁に発生していること、全国

で野生動植物多様性の豊富な区域の面積が絶えず減少して、稀少野生動植物生息地

の環境が悪化し、また貴重な薬用野生植物の数が激減して、生物資源総量が減って

いること、近海域の汚染が深刻で、海洋漁業資源が衰退し、珊瑚礁、マングローブ

が破壊され、海岸の浸食問題が際立っていることである。生態環境の悪化が続けば、

わが国における経済社会の持続可能な発展と国の生態環境安全に深刻な影響を及ぼ

すことになろう。 



（二） 生態環境の悪化を招いた原因 
３．資源の不合理な開発利用が生態環境の悪化を招いた主要な原因である。一部の地域

では環境保護意識が強くなく、開発を重んじて保護を軽んじ、建設を重んじて維持

を軽んじ、資源に対して略奪的、粗放型の開発利用方式を採っており、生態環境負

荷能力をオーバーしている。一部の部門や機関では、監督管理が弱くて、法執行に

厳しさがなく、管理に力を入れていないため、数多くの生態環境破壊現象が何度禁

止しても止まないという事態を引き起こし、生態環境の退化を激化させている。同

時に、長期にわたって生態環境保護･整備に対する投入が不足していたことも、生態

環境の悪化を招いた重要な原因である。生態環境保護の矛盾と問題点をきちんと解

決することは、われわれが直面する長期的かつ困難に満ちた任務である。 
 

二、 全国生態環境保護の指導理念、基本原則および目標 
（一） 全国生態環境保護の指導理念および基本原則 
４．全国生態環境保護の指導理念 トウ小平理論の偉大な旗を高く掲げ、持続可能な発

展戦略の実施と経済成長方式の転換を中心とし、生態環境の質の改善と国の生態環

境安全の維持を目標として、重点地域、重点的生態環境問題をしっかりと取り囲ん

で、統一的に計画を立て、タイプ別に指導を行い、区域毎に推進して、法治を強化

し、厳格に監督管理を行い、人為的生態環境破壊行為を断固として阻止し、社会全

体の力を動員・組織して、自然の回復力を保護・改善し、生態整備の成果を強固な

ものにして、生態環境悪化の傾向抑制に努め、山河うるわしき祖国という雄大な目

標実現のために堅固な基礎を築く。 
５．全国生態環境保護の基本原則 生態環境保護と生態環境整備の同時実行を堅持する。

生態環境整備により一層力を入れるとともに、保護優先、予防主体、予防と対策の

結合を堅持して、一部の地域でみられる建設しながら破壊するという受動的な局面

を徹底的に是正しなければならない。 
   汚染防止対策と生態環境保護をともに重んじる。区域、流域の環境汚染と生態環 
  境破壊の相互影響、作用を充分に考慮し、汚染防止対策と生態環境保護の統一的計 
  画、同時実施を堅持して、都市･農村の汚染防止対策と生態環境保護を有機的に結び 
  つけ、都市･農村の環境保護一体化の実現に努めなければならない。 
   全体の利益のために統一的に按配しつつ、各方面の利益をも考慮して、総合的政 
  策決定、合理的開発を堅持する。資源開発と環境保護の関係を正しく処理し、保護 
  の中における開発、開発の中における保護を堅持する。経済発展は自然法則に従い、 
  短期的なものと長期的なものを統一し、局部と全局を両立させる。資源開発活動の 
  実施にあたっては生態環境の負荷能力を充分に配慮しなければならず、生態環境の 
  犠牲を代価として目先の局部的な経済利益を受け取ることは絶対に許してはならな 
  い。 



   開発を行う者が保護を行い、破壊した者が回復を図り、使用した者が費用を払う 
  という制度を堅持する。生態環境保護に係る権利、責任、利益を明確にし、法律的・ 
  経済的･行政的･技術的手段を充分に運用して生態環境を保護しなければならない。 

（二） 全国生態環境保護の目標 
６．全国生態環境保護の目標は、生態環境保護を通して、生態環境破壊を抑制し、自然

災害の危害を軽減すること、自然資源の合理的、科学的利用を促進して、自然生態

系の良性循環を実現すること、国の生態環境安全を維持して、国民経済･社会の持続

可能な発展を確保することである。 
   短期目標 ２０１０年までに、生態環境破壊の趨勢を基本的に抑制する。いくつ 
  かの生態機能保護区を築き、長江・黄河など大河の源流地域、長江・松花江流域お 
  よび西南･西北地域の重要湖沼･湿地、西北の重要なオアシス、水土保持重点予防保 
  護区および重点監督区など重要生態機能区の生態系と生態機能が保護され回復でき 
  るように努力する。既存の自然保護区整備と管理を着実に行うとともに、いくつか 
  の新たな自然保護区建設に力を入れ、各種の良好な自然生態系および重要生物種が 
  有効な保護を得られるようにする。生態環境保護監督管理体制を構築・健全化し、 
  生態環境保護措置が効果的に実行され、重点資源開発区のさまざまな開発活動が厳 
  格に計画に則って行われるようにして、生態環境回復率を大幅に向上させる。生態 
  モデル区および生態農業県の建設を強化し、全国の一部の県（市、区）でうるわし 
  い山河、自然生態系の良性循環を基本的に実現する。 
   長期目標 ２０３０年までに、生態環境悪化の趨勢を全面的に抑制し、重要生態 
  機能区、生物種豊富区、重点資源開発区の生態環境が効果的に保護され、各大水系 
  一級支流の源流および国家重点保護湿地の生態環境が改善されるようにする。一部 
  の重要な生態系の再建・回復を図る。全国の５０％の県（市、区）でうるわしい山 
  河、自然生態系の良性循環を実現し、３０％以上の都市が生態都市・庭園都市基準 
  に達するようにする。２０５０年までに、全国の生態環境が全面的に改善され、清 
  潔な都市環境と自然生態系の良性循環を実現し、全国の大部分の地域でうるわしい 
  山河という雄大な目標を実現する。 
 

三、 全国生態環境保護の主要な内容と要求 
（一） 重要生態機能区における生態環境保護 
７．生態機能保護区の設立 長江･黄河源流区域、重要水源涵養区域、水土保持の重点予

防保護区域および重点監督区域、長江･黄河洪水調節区、防風固砂区および重要漁業

水域などの重要生態機能区は、、流域、区域の生態バランス維持、自然災害軽減、国･

地域の生態環境安全の面で重要な役割を有している。こうした区域の既存の植生お

よび自然生態系に対してしっかり保護を行い、生態機能保護区の設立によって、保

護措置を実施し、生態環境の破壊と生態機能の退化を防止しなけれぱならない。複



数の省や重点流域、重点区域に跨る重要生態機能区については、国レベルの生態機

能保護区を設立し、複数の地区（市）、県に跨る重要生態機能区については、省レベ

ルおよび地区（市）レベルの生態機能保護区を設立する。 
８．生態機能保護区に対しては以下の保護措置を講じる：生態機能の継続的退化を招く

一切の開発活動およびその他の人為的破壊活動を停止する。深刻な環境汚染が生じ

る一切の建設工事プロジェクトを停止する。人口増を厳しく抑制し、区域内の人口

がすでに負荷能力をオーバーしたものについては必要な移民措置を採る。粗放生産

経営方式を改め、生態経済型の発展の道を歩み、すでに破壊された重要生態系につ

いては、生態環境整備措置と結びつけて、真剣に再建･回復を図り、生態環境悪化の

趨勢をできるだけ速やかに抑制する。 
９．各種生態機能保護区の設立にあたっては、各レベルの環境保護部門が関係部門と共

同で評価審議委員会を構成して評価審議を行い、同レベル政府の認可を受ける。生

態機能保護区の管理は地方政府が主体となり、国レベルの生態機能保護区は省レベ

ルの政府が委託した機関が管理することができる。複数の省に跨るものについては

国が統一的に計画を立て設立を認可した後、省毎に属地に応じて管理する。各レベ

ルの政府は生態機能保護区の建設に対して積極的な援助を与えなければならない。

農業、林業、水利、環境保護、国土資源などの関係部門はそれぞれの職責に応じて

生態機能保護区の管理、保護、建設に対する監督を強化しなければならない。 
（二） 重点資源開発における生態環境保護 
１０． 水、土地、森林、草原、海洋、鉱産など重要自然資源に対する環境管理をしっか

り強化し、資源開発利用における生態環境保護事業を厳格に行わなければならない。

各種自然資源の開発にあたっては、関連する法律･法規を遵守し、法に従って生態環

境アセスメントの手続きを履行しなければならない。資源開発重点建設プロジェク

トは、水土保持計画を作成しなければならず、これがない場合は一切建設工事に着

工してはならない。 
１１． 水資源開発利用における生態環境保護 水資源の開発利用にあたっては流域全体

を配慮し、生産･生活･生態用水の総合的バランスを図り、水源開発と節水の両方を

ともに重んじることを堅持しつつ、節水を優先し、汚染対策を基本として、科学的

に水源を開発し、総合的利用を図る。水不足地域における水消費量の大きいプロジ

ェクトの規制制度を設け、水不足地域での水消費量が大きい水産業を逐次調整し、

水消費量の大きい新たなプロジェクトを停止し、流域生態用水を確保する。河川の

断流、湖沼の萎縮、地下水の過度の汲み上げが生じている流域･地域においては、水

収支のバランスをより悪化させる新たな貯水、引水、灌漑工事を停止しなければな

らない。地下水の汲み上げを合理的に抑制し、汲み上げと補給のバランスがとれる

ようにする。地下水の過度の汲み上げが深刻な地域においては、地下水汲み上げ禁

止区域を画定し、不合理な揚水施設の整理に力を入れ、広い範囲で地下漏斗･地表陥



没が出現するのを防がなければならない。ＳＯ２と酸性雨抑制に引き続き力を入れ、

大気･水資源の合理的開発利用と保護を図る。勝手に埋立てた湖沼や河川については、

期限を区切って退耕還湖還水を実施する。科学的モニタリング評価と機能区分によ

って、汚染物排出許可証制度と汚染物排出口管理制度を規範化する。水域にゴミや

建築・工業廃棄物を捨てることを厳禁し、水質汚濁、特に重点河川・湖沼水質汚濁

対策により一層力を入れ、都市汚水処理施設、ゴミ集中処理施設の建設を加速化す

る。農業の面源汚染抑制に力を入れ、家畜糞便の資源化を奨励し、養殖排水の基準

に達した排出を確保し、窒素、リンが甚だしく基準をオーバーしている地域の窒素

肥料、リン肥料の使用量を厳しく抑制する。 
１２． 土地資源開発利用における生態環境保護 土地利用マスタープランに基づき、土

地用途規制制度を実施し、土地請負者の生態環境保護責任を明確にして、生態用地

保護を強化し、重要生態機能を有する草地、林地、湿地の徴用を凍結する。建設プ

ロジェクトで生態用地を占用する必要のあるものについては、厳格に法に従って申

請・補償を行うとともに、「占一補一」の制度を実施し、回復面積が占用面積を下回

らないよう確保しなければならない。交通、エネルギー、水利など重大なインフラ

建設における生態環境保護監督管理を強化し、線路および工事サイトを科学的に選

定し、林地、草地、耕地の占用をできるだけ少なくし、水土流失･土地砂漠化を防止

する。非牧場草地の開発利用における生態監督管理を強化する。大河上中流の急斜

面耕地については、関連計画に基づき、計画的、段階的に退耕還林還草を実施する

とともに、退耕地に対する管理を強化し、再び耕地に戻すのを防止する。 
１３． 森林、草原資源の開発利用における生態環境保護 重要な生態機能を有する森林、

草原については、開墾禁止区域、伐採禁止区域もしくは放牧禁止区域として区分し、

厳しく管理・保護を行わなければならない。すでに開発利用されているものについ

ては、退耕退牧、育林育草を行って、その土地を休ませなければならない。天然林

保護事業を実施し、森林の生態効果を最大限に保護し発揮させる。各種水源涵養林、

水土保持林、防風固砂林、特殊用途林などの生態公益林を着実に保護しなければな

らない。森林･草地を破壊して開墾した耕地および廃棄された土地については、「認

可した者が責任を持ち、破壊した者が回復する」という原則に従い、期限を区切っ

て退耕還林還草を行わせる。森林･草原の防火、病虫鼠害予防対策を強化し、森林・

草原資源の災害による損失を減らすよう努める。火災跡地、伐採跡地における封山

育林育草により一層力を入れ、森林・草原生態環境の回復と生態機能の向上を加速

化させる。風力、太陽エネルギー、生物エネルギーなどの再生可能エネルギー技術

を強力に発展させ、焚き木採りによる森林・草原植生の破壊を少なくする。 
   牧畜業の発展にあたっては草の量によって家畜数を決めることを堅持し、負荷能 
  力を超えた過度の放牧を防止しなければならない。甚だしく負荷能力を超えて放牧 
  しているものについては、家畜負荷量を決め、期限を区切って家畜の頭数を減らさ 



  なければならない。保護と利用を互いに結びつける方針を採り、草地における禁牧 
  期、禁牧区、輪牧制度を厳格に実行し、穀物がら飼料を積極的に開発して、舎飼い 
  の方法を徐々に推進し、退化した草地の回復を加速化させる。乾燥地、半乾燥地に 
  おいては、その土地に適したやり方で食糧と家畜の生産比率を調整し、草地造成に 
  よる牧畜で民を富ませる事業を強力に実施する。農業と牧畜業が交錯する区域で農 
  業開発を行う際は、新たな草地破壊を引き起こしてはならない。オアシス農業の発 
  展にあたっては、天然植生を破壊してはならない。牧畜区域ですでに開墾された草 
  地は、期限を区切って退耕還草を行い、植生の回復を図らなければならない。 
１４． 生物種資源開発利用における生態保護 生物種資源の開発にあたっては生物多様

性の保護と生物安全の確保を前提に行わなければならない。絶滅危機種野生動植物

についてはいかなる形でも捕獲、採集を法に従い禁止する。絶滅危機種野生動植物

の不法商取引を厳しく阻止する。益虫、益鳥、益獣の捕獲、採集、販売を厳しく制

限する。野生動植物の飼い馴らし、繁殖を奨励する。野生生物資源の開発管理を強

化し、採集許可区域を逐次画定して、採掘方式を規範化し、乱採集･乱掘を厳禁する。

髪菜の採集、販売を厳しく禁止し、一切の髪菜商取引を取締り、乾燥地･半乾燥地草

原において重要な固砂作用を有する各種野生薬用植物をみだりに採掘することを断

固として阻止する。重要魚類の産卵場、餌場、越冬場、回遊通路ならびに重要水生

生物およびその生息環境の保護を着実に行う。生物の安全管理を強化し、遺伝子組

替え生物およびその製品の輸出入管理制度･リスク評価制度を設立する。外来種の導

入にあたってはリスク評価を行い、輸入検疫作業を強化し、国外の有害種が国内に

入るのを防止しなければならない。 
１５． 海洋・漁業資源開発利用における生態環境保護 海洋･漁業資源の開発利用は機能

区分に従って行い、統一的計画、合理的開発利用を成し遂げなければならない。海

岸帯の管理を着実に強化し、埋立によって土地を造成し港湾･海岸を築く工事および

観光施設建設の審査認可を厳格に行い、マングローブ、珊瑚礁、沿海防護林を厳格

に保護する。重点漁場、大河河口、湾岸およびその他の漁業水域など重要な水生資

源繁殖区域の保護を強化し、漁業資源開発における生態環境保護監督管理を厳格に

行う。海洋汚染防止により力を入れ、汚染物の海域排出総量規制制度を逐次設立し、

海上石油･ガス調査開発、廃棄物の海洋投棄、船舶汚染物排出、港湾の環境管理を強

化し、海上重大汚染事故応急体制を逐次設立する。 
１６． 鉱産資源開発利用における生態環境保護 生態機能保護区、自然保護区、風致区

域、森林公園内における採掘を厳禁する。崖崩れ・地滑りの危険がある区域、土石

流が発生しやすい区域および自然景観破壊を引き起こしやすい区域における採石、

採砂、土採取を厳禁する。鉱産資源開発利用にあたっては計画的管理を厳格に行い、

開発にあたっては生態環境保護に有利な工事時期、区域、方式を選定し、開発活動

の生態環境に及ぼす破壊を最低限度にまで減らさなければならない。鉱産資源開発



にあたっては二次地質災害の発生を防止しなければならない。河川、湖、貯水池、

海域沿岸地域で鉱産資源を採掘する場合は、生態環境保護措置を着実に行い、生態

環境に対する破壊をできるだけ回避・減少させなければならない。すでに破壊が引

き起こされたものについては、開発者が期限を区切って回復させなければならない。

すでに採掘停止もしくは閉鎖された鉱山、坑口については、適時に土地の再開墾を

行わなければならない。 
１７． 観光資源開発利用における生態環境保護 観光資源の開発にあたっては環境保護

の目標と要求を明確にし、観光施設建設と自然景観の調和を確保しなければならな

い。観光区域の観光客容量を科学的に決め、観光コースを合理的に設計して、観光

インフラ建設が生態環境の負荷能力に適したものとしなければならない。自然景観、

観光地の保護を強化して、重要な自然遺跡に対する観光開発を制限し、重点風致地

区の観光開発を厳しく規制して、ロープウェイなどの観光施設の建設規模と数量を

厳しく統制し、計画に合致しない施設については、期限を区切って撤去させる。観

光地の汚水、煤塵、生活ゴミの処理は、基準に達した排出と科学的処置を実現しな

ければならない。 
（三） 生態良好地域における生態環境保護 
１８． 生態良好地域、特に生物種の豊富な地域は生態環境保護の重点地域であり、積極

的な保護措置を採って、これらの地域の生態系と生態機能が破壊されないよう保証

しなければならない。生物種が豊富で、代表的、典型的な自然生態系を有し、まだ

破壊されていない地域については、早急に新たな自然保護区を設立しなければなら

ない。横断山地、新疆―青海―チベットが境界を接する高原山地、湖南―貴州―四

川―湖北辺境山地、浙江―福建―江西が境界を接する山地、秦巴山地、雲南南部シ

ーサンパンナ、海南島、東北地方の大小興安嶺、三江平原などの地域を重点として、

段階的・計画的に各レベルの自然保護区に建設していかなければならない。西部地

域で重要な保護価値のある生物種および生態系分布区、特に重要な土漠生態系と典

型的な土漠野生動植物分布区については、さまざまなタイプの自然保護区を早急に

建設する必要がある。 
１９． 都市生態環境保護の重視 都市化の過程で、さまざまな重要生態用地を着実に保

護しなければならない。大中都市では一定比率の公共緑地と生態用地を確保し、庭

園都市創造活動を推進し、都市公園、緑化帯、林、芝生の整備と保護を強化し、庭、

壁、屋根、橋の緑化と美化を強力に推進しなければならない。市街地、都市郊外に

おいてみだりに山を切り拓いたり海を埋立てたりすることや湿地の開発を厳禁し、

渓流、河川、水路、池をみだりに埋立てることを禁止する。都市環境総合対策を引

き続き推進し、エネルギー構造の調整と工業汚染源対策をより一層加速化させ、都

市建設プロジェクトと建築工事現場の環境管理を着実に強化し、環境保護モデル都

市、環境美化都市の創造事業を積極的に推進する。 



２０． 生態モデル区域、生態農業県建設に力を入れる。国は生態良好地域を奨励･保護し、

持続可能発展戦略の中で模範的役割を果たさせる。県（市）生態モデル区域、生態

農業県建設の足取りをさらに加速化させる。条件のある地域においては、地区レベ

ル、省レベルの生態モデル区域の建設推進に努めなければならない。 
 

四、 全国生態環境保護の対策および措置 
（一） 指導と調整を強化し、生態環境保護に係る総合的政策決定メカニズムを構築する。 
２１． 生態環境保護責任制の設立･整備 各レベルの地方政府が管轄区域における生態

環境の質に対して責任を持ち、各部門がそれぞれの業務に関連する生態環境保護に

対して責任を持つ責任制を実行に移さなければならない。資源開発機関、法人の生

態環境保護責任を明確にする。厳格な審査、賞罰制度を実施する。厳格に職責を執

行し、生態環境保護において重大な貢献をした機関･個人に対しては、表彰、奨励を

与える。職責失当、汚職、生態環境破壊を引き起こした者に対しては、関連する法

律法規に従って追究する。生態環境保護･整備計画を各レベル経済社会発展長期計

画・年度計画に組入れ、各レベルの政府の生態環境保護に対する投入を保証しなけ

ればならない。生態環境保護･整備に係る会計検査制度を設立し、投入と産出の合理

性と生態効果、経済効果、社会効果の統一を確保する。 
２２． 積極的に調整と協力を進め、実効性のある生態環境保護監督管理体系を設立する。

国務院の各関係部門はそれぞれの職責に応じて、心を一つにして密接に協力し、全

国生態環境保護事業を共同で推進しなければならない。環境保護部門は総合的調整

と監督をしっかり行い、計画、農業、林業、水利、国土資源、建設などの部門は自

然資源開発の計画と管理を強化して、生態環境保護・回復対策をしっかり行わなけ

ればならない。国による生態環境重点保護・監督管理区域決定をベースに、地方各

レベルの政府は現地の実情と結びつけ、管轄地域の生態環境重点保護･監督管理区域

を決め、上下が一体となった生態環境保護･監督管理体制を形成する。西部地域の各

レベル政府および関連部門は西部地域の生態環境保護･整備を優先的位置に置き、国

の西部大開発戦略の円滑な実施を確保しなければならない。 
２３． 生態環境保護に係る科学技術支援能力の保障 各レベルの政府は生態環境保護に

係る科学研究を科学技術発展計画に組み入れ、科学技術の創新を奨励し、農村生態

環境保護、生物多様性保護、生態回復、水土保持など重点的生態環境保護領域の技

術開発･普及活動を強化しなければならない。生態環境保護経費のうち、一定比率の

資金を決めて生態環境保護に係る科学研究･技術普及に用い、科学研究の成果の転換

を推進して、生態環境保護における科学技術の成分とレベルを高めなければならな

い。早期警報制度を設立して、生態環境悪化傾向の予測･予報を強化する。 
２４． 経済社会発展と生態環境保護の総合的政策決定メカニズムの構築 各地で早急に

生態機能区分を編制して、自然資源開発および産業の合理的配置を指導し、経済社



会と生態環境保護の調和のとれた健全な発展を推進しなければならない。重大な経

済技術政策、社会発展計画、経済発展計画を策定する際には、生態機能区分に基づ

き、生態環境影響問題を充分に配慮しなければならない。自然資源の開発および植

樹・牧草栽培、水土保持、草原建設などの重大な生態環境建設プロジェクトについ

ては、環境アセスメントを実施しなければならない。生態環境破壊および不利な影

響を引き起こす恐れのあるプロジェクトについては、生態環境保護･回復措置と資源

開発・建設プロジェクトの同時設計、同時施工、同時検査を成し遂げなければなら

ない。生態環境の深刻な破壊を引き起こす恐れのあるものについては、厳格に審査

を行い、断固として禁止しなければならない。 
（二） 法制整備を強化し、国民の生態環境保護意識を高める  
２５． 立法と法執行を強化し、生態環境保護を法治の軌道に乗せる。環境保護と資源管

理に係る法律法規を厳格に執行し、生態環境を破壊する犯罪行為を厳しく阻止する。

生態環境保護・建設に関する法律法規の制定と改訂作業を早急に進め、生態機能保

護区生態環境保護管理条例を制定し、地方の生態環境保護に係る法規および監督管

理制度を健全化し整備する。 
２６． 国際条約を真剣に履行し、国際交流･協力を幅広く推進する。「生物多様性条約」

「国際湿地条約」「国連土漠化防止条約」「絶滅危惧種動植物国際貿易条約」「世界

文化･自然遺産保護条約」などの国際条約を真剣に履行し、国の生態環境保護の権益

を守り、わが国の発展レベルに相応の国際的義務を担い、地球の生態環境保護のた

めに貢献する。国際交流･協力を幅広く推進して、国外の資金、技術、管理経験を積

極的に導入し、わが国生態環境保護の全面的発展を推進する。 
２７． 生態環境保護に係る宣伝教育を強化し、国民の生態環境保護意識を絶えず高めて

いく。環境に係る国情・国策教育を深く進め、レベル毎に生態環境保護訓練を推進

し、生態環境保護と経済社会発展の総合的政策決定能力を高める。生態環境保護に

係る基礎教育、専門教育を重視し、社会公衆教育を積極的に行う。都市の動物園、

植物園などさまざまなタイプの公園について、施設の宣伝を増やし、特色ある宣伝

教育活動を組織して、市民に対して生態環境保護に関する知識の普及を図る。マス

コミ･世論による監督をさらに強化し、先進的な模範を表彰して、違法行為を暴露し、

また苦情処理、通報、公聴制度を整備し、広範な人民大衆、民間団体の生態環境保

護に参画する積極性を充分に引き出して、山河うるわしい祖国という雄大な目標実

現のために奮闘しよう。 
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平成 13 年 3 月 27 日 

 

中国黒河流域生態環境保全計画 

プロジェクト形成調査質問票 

 

１．一般的事項 

（１）環境省と他の省庁、とくに農業、林業省との関係について説明願いたい。 

また、地方レベルにおける関係機関の連携はどうか。この事業（調査）を進める上で連

携がうまく行くかどうか。 

（２）土地利用図はつくられているか 

－入手可能性（あり、無し） 

－縮尺、図化範囲 

（３）人口分布データ 

－入手可能性（あり、無し） 

－調査年次、調査範囲 

（４）地理的データ(航空写真、地形図、地上測量など) 

－入手可能性（あり、無し） 

－縮尺、調査年次 

－航空測量を実施する時の実施機関（名称と連絡所在地） 

－測量の費用（航空測量、図化、地上測量） 

（５）環境 

－関連法規、ガイドライン、規制、基準、その他 

－所管官署 

－環境調査（自然環境調査）を実施する機関（名称と連絡所在地） 

－調査費用 

（６）事業実施機関 

－所管官署 

－管轄範囲（業務の範囲、地理的範囲） 

 

２．開発計画 

（１）計画内容とその実行方法について（とくに財源について） 

１）地域全体に関する開発計画は存在するか。（存在するならばその文書を提出して欲

しい） 

２）本地域における最優先開発課題は、また、その分野は(環境、農業、インフラ整備、
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など) 

３）本地域における優先開発分野、あるいは計画の決定された理由は。 

４）州レベルでどのような開発計画を持っているか。もしあるならば、その計画について

の資料、長期計画、年次計画などを提供願いたい（たとえば、流域管理、放牧地

管理、水土保全、河川侵食防止、林業/森林、作物生産、畜産、水資源開発、衛

生環境、健康管理、教育、家計向上、環境保護、など）。 

５）もし、以上の計画について資料がない時は次の質問に、国家レベル、州レベル、県

レベルで、お答え願いたい。 

－このような開発の目的は 

－このような開発における問題点は 

－どの分野を最優先しているか、またその理由は。 

－どの地域を優先しているか、またその理由は。 

（２）他分野との関係について 

１）本地域における国内、あるいは国際的な NGOの活動はありますか。 

－NGO の活動報告書はありますか。それらを提出頂けますか。もしなければ活動

について、目的、方法、資金源、要員、事業実施方法（予算、人員） を教えて

ください。 

－どのような手段で、どの程度の頻度で NGO と接触しますか。 

－NGO と政府をつなぐ手段はありますか。 

－他機関と協調して行く上で問題はなんですか。 

２）大学、私企業などが、本地域の流域保全に関与していますか。 

－その機関の名称は、資金源は、人員と資金配分は。 

－その機関はどのような活動をどのような方法で進めていますか。 

－その機関にどのような手段で、どの程度の頻度で接触しますか。 

－その機関と協調して行く上で問題はなんですか。 

３）NGO と協力して事業を実施している機関はありますか 

（３）本計画地域における他の類似のプログラムあるいはプロジェクトについて  

－名称、背景、及び報告書 

－計画或いは事業の効果について 

－問題点と解決策、教訓 

 

３．農村／社会 

（１）調査対象地域の社会経済状態（最新の統計、報告書に基づくデータ） 

１）行政区分 

２）対象地域の町村別人口（男女別）、世帯数、民族、言語、宗教、 
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３）生計（主要収入源）、何に従事しているか 

４）セクター毎の就労人口（農業、その他） 

５）移動（移出移入者数、どこから、どこへ、いつ、男女差はあるか） 

６）人口増加率（場所による違いはあるか）と問題点 

７）家計収入（年間収入、収入源、支出、地域差、男女差） 

８）教育（識字率、就学率、中途退学率、教師生徒数比、学校の種類と数、男女差） 

９）保健・衛生（出生率、妊婦死亡率、乳幼児死亡率、健康管理施設の種類と数、医師

/看護婦対人口比、医薬品の入手、伝染病予防、清水へのアクセス、トイレの普及、

他） 

10）通信連絡（道路網と整備状況、交通手段、村内の連絡、村外との連絡、ほか） 

11）住居（主要な材料、住居の程度、1 家屋あたりの人数、ほか） 

12）光熱（電気の有無、家庭燃料の種類と入手しやすさ） 

13）この地域或いは近傍の社会経済分析調査報告書かベースライン調査報告があれ

ば、家計レベルから州レベルまでの資料を提出してください。もしなければ、出版

社、研究者などに関する情報を教えてください。 

14）環境省或いは州、県政府で、社会経済分野の研究者がいれば 

－何人、どの部署にいますか、どのように接触できますか。彼らの専門は何ですか 

－いない場合：外部に社会経済調査を依頼しますか。何人、どのような目的で依

頼しますか。彼らとはどのような手段で、どれくらいの頻度で接触しますか。彼ら

はどの組織に所属し、専門は何ですか。 

－どのような種類の計画に、どのように社会経済調査の結果は反映されますか。 

（２）土地所有 

１）土地保有制度（伝統的、法律）と土地改革制度 

２）計画地域の開発に対する土地保有（利用）制度の影響（正、負） 

３）土地保有（利用）面積（地域毎） 

４）土地相続制度（土地利用権の相続制度、伝統的、法律） 

（３）村落 

１）村レベルの組織と代表の決定方法 

２）村レベルの意思決定プロセス 

３）村レベルの決定事項の情報伝達 

４）村内部あるいは村対村の対立や摩擦 

５）対立や摩擦の解決方法 

６）村の歴史（設立、災害、発展、その他） 

７）村レベルの共同事業（種類、方法、利益、罰則、その他） 

８）村の相互扶助組織（土地、金銭、食糧などは除く） 
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９）村の存在のための方策（一般的な方法、緊急時） 

（４） 男女差 

１）過程における労働と責任分担 

２）経済状態（財産の保有と管理、法的権利、相続制） 

３）社会条件（教育、健康、食糧入手、家庭内の関係、他の世帯との関係、村共同組織

への参加、その他） 

４）一般的な政治的立場（政治活動への参加、女性の代表、世帯や村の運営における

女性の影響） 

５）一般的な女性世帯主家庭の移住（立場、問題点）および、部族社会における同様の

問題 

（５）社会影響評価 

１）開発計画における社会的問題を評価し、最小化する手段についての方針あるいは

規制がありますか。 

２）社会影響評価と解決策について考慮した計画、プロジェクトがありますか。 

 

４．生態系、自然環境に関する事項について 

（１）「生物多様性保全」とは具体的になにを考えているのか、詳細を知りたい。 

（２）調査対象域の生態系、生物相の詳細について知りたい。哺乳類、鳥類、両生・

爬虫類、魚類、高等植物のリスト、特に重要な種についての生息情報等。 

（３）甘粛絶滅危惧種繁殖センターの詳細を知りたい。規模、目的、業務内容など。 

（４）調査対象地域の絶滅危惧種について詳細が知りたい。生物種名、絶滅危惧とな

った理由、救済手段を講じているのか、いるのならばその内容、など。 

（５）黒河上流の潅木林の現状の詳細。衰退の理由、回復手段の内容、など。また、

そこの生物相全般に関する情報。 

（６）砂漠化の進行状況を知りたい。また、植生回復のための計画の詳細を知りたい。 

（７）動植物の狩猟、採集行動の現状はどうなっているのか。薬草の乱穫等はあるの

か。コントロールはしているのか。 

（８）内モンゴル自治区まで黒河はあるが、最下流域のガジュンノル（ガ古諾爾）、

ソグノル（蘇古諾爾）の現状を知りたい。 

 

５．森林管理に関する事項について 

（１）森林・林業部門の現状 

１）森林・林業政策 

－ 上位計画（国家開発計画） 

－ 森林・林業政策 
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－ その他（森林・林業法令） 

２）行政機関 

－ 組織機構 

－ 予算 

－ 人員 

－ その他 

３）基本統計 

－ 森林資源 

－ 森林分布 

－ 森林の所有形態 

－ 森林造成 

－ 木材生産 

－ その他 

４）他ドナー、国際機関、NGO等の援助動向 

（２）実施プロジェクトの内容 

１）造林計画（保育を含む） 

－ 年次別 

－ 植栽樹種別 

－ 植栽方法別 

－ 作業種別（保育：下刈り、潅水、その他） 

２）種子・苗木 

－ 種子調達方法 

－ 苗木調達方法（取得方法：生産、購入） 

－ 苗木生産の樹種別作業種別時期及び期間 

－ その他 

３）造林 

－ 樹種別植栽方法（苗木規格、植穴、植栽列・幅、植栽本数） 

－ 樹種別作業種別時期及び期間 

－ 造林事業請負機関（造林公司）の実施体制 

・組織、予算、人員、その他（地域住民の協力体制等） 

４）その他（被害等） 

（３）実施プロジェクト・サイトの状況 

１）造林地の状況 

－ 図面 

－ 面積 
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－ 現況 

－ 気象条件 

－ 土壌条件 

－ 土地所有形態 

２）苗畑の状況 

－ 図面 

－ 面積 

－ 現況 

－ 気象条件 

－ 土壌条件 

－ 土地所有形態 

 

６．流域管理に関する事項について 

（１）流域名と位置 

１）流域名 

２）位置 

－ 国名、地域名、県名 

－ 地形区分 

－ 水系名 

２）面積（ha/sq.km） 

（２）流域の特徴 

１）気象観測地点の位置図、観測項目及びデータの入手方法 

－ 年降水量、月別降水量、降水形態（雨、雪）、雨量強度、年蒸発量、月別

蒸発量、卓越風向、風速（被害発生大、中、小）、湿度、気候区分、氷河

の分布、積雪量、積雪時期、融雪時期、 

２）地質図及び地形図の入手 

３）土壌図の入手 

４）土地利用区分図と植生分布図の入手方法 

－ 林地の状態 

山火事があったか、過去の土地利用、森林の形態、利用、林地の状態 

良好：樹木蓄積多い、放牧は軽度または無し、良好な落葉層、侵食形

跡なし、他 

中位：樹木蓄積適度、過放牧は無し、過剰踏み歩き、薄いが連続した

落葉層、顕著な侵食形跡なし 

不良：樹木蓄積少ない、過放牧、過剰踏み歩き、薄く部分的な落葉層、
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表層侵食、ガリ侵食あり 

－ 放牧採草地 

過放牧の有無、植生被覆の種類と状態、土壌の締まり具合、動物の踏み

道、侵食路、ガリー、他 

－ 農地 

主要な農業形態（酪農、市場向け野菜栽培、ほか）、農地位置の不適当

さ（急傾斜、薄い表土、他）、不適当な耕作法（斜面上下方向の栽培、

作物残滓の完全除去、他）、灌漑実施面積、排水路、侵食防止対策実施

割合 

－ 既開発地 

流域内の集落、住居地域、都市面積、道路網（密度、路面状態） 

－ 他の用途 

リクレーション地域面積（リゾート、狩猟、魚釣り） 

（３）流域の水文 

１）流路沿いの侵食状況 

２）洪水 

－ 洪水頻度（多い、定期的、稀）、洪水発生時期、洪水の原因（雨量強度が

大、他）、最高水位、洪水被害 

３）流量と水質 

－ 流量 

水源（湖、沼沢地、泉、地下水、融雪、他）、年流出量（cum、流出率）、

月別流量、最大流量、最小流量、流出状況（降雨後すぐに水位が上がる、

水位の下がり方、乾季に流水がなくなるか） 

－ 水質 

濁度（流水はいつも澄んでいるか、濁っているか、濁りは洪水時あるい

は水位上昇期のみ）、水質は悪い（自然汚染：有機物、沼沢地に水源が

ある、工業、都市地域、農業、硬度とミネラル） 

（４）水の需要と用途 

１）現在の水源 

－ 地表水、地下水 

２）家庭用水 

３）灌漑用水 

４）工業用水 

５）発電 

６）リクレーションと野生動物 
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７）その他（下水処理用水） 

８）供給方法 

－ 現在の給水方法は適切か 

８）供給量と水質 

－ 現在の供給量と水質は十分か 

（５）水に起因する問題 

１）侵食 

２）洪水および堆砂 

３）水供給 

４）水質 

５）土地利用が及ぼす影響 

－ 地表流出、侵食、洪水の増加 

－ 水質汚濁 

－ リクレーション価値の低下 

－ 生活の質の低下 

－ 地域社会の不安定 

 

７．要請案件（開発調査）について 

（１）調査対象地域 

調査地域はどの範囲となるか。できれば、上流域、中流域（農業地域）、下流域に区分

したい（水文、農業の点から）。 

（２）本調査の詳細について、説明願いたい。また、資料があれば提出願いたい。 

１）事務所（場所、面積、他） 

－北京 

－蘭州 

－張掖 

（３）カウンターパート（どの機関から派遣されるか） 

－人数 

－専門 

（４）関係機関からの支援 

－プロ計調査期間 

－本格調査期間 

（５）通信手段 

－北京 

－蘭州 
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－張掖 

（６）言語（日本語、英語） 

－秘書、タイピスト、運転手の給料 

－通訳の必要性 

（７）労働者の賃金（作業に伴う） 

－張掖の労働者賃金 

（８）車両（調査団への便宜供与はあるか） 

－4 輪駆動車、その他 

－台数 
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